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下鶴市長へ、2025年度予算に対する申し入れを行いました！！

　立憲・社民鹿児島市議会議員団は、12月
20日、下鶴市長に対して、2025年度予算
編成に対する申し入れを行いました。地球
規模での環境問題の深刻化、さまざまな自
然災害、人口減少・少子高齢化への対応、
物価高騰など、市政をとりまく状況が非常
に厳しいことから、市民生活にできるだけ
影響が出ないよう、教育予算の拡充、若者
の雇用促進や女性の就業機会の拡大、土
地区画整理事業の早期完成、複合災害に対
する備えなどを含む541の重点項目とそ
の他165項目を掲げ、各面から検討し反映
するよう要請しました。 （左から）うかり・まつお・永谷・大森・下鶴市長・平山・和・向江

鹿児島市犯罪被害者等支援条例制定に伴い、一日でもはやく平穏なくらしをとり
戻す一助となるよう、犯罪被害者等支援金等制度を創設することになりました！！

※上記制度は、市パートナーシップ宣誓制度によるパートナーシップの関係にある方等については、
　配偶者と同様にとりあつかうことを個人質疑の中で確認しました。

犯罪行為により死亡した
被害者の遺族に支給

犯罪行為により死亡した被
害者の遺族
1.配偶者（事実婚含む）
2.被害者の収入によって生
　計を維持していた子、父
　母等
3.2に該当しない子、父母等

犯罪行為による負傷又は
疾病により、療養期間が1
月以上かつ通算3日以上
の入院を要すると医者の
診断を受けた被害者

犯罪行為により死亡した
被害者と同居していた遺
族、犯罪行為による負傷又
は疾病により、療養期間1
月以上と医師の診断を受
けた被害者、性犯罪の被害
を受けた被害者

400,000円 200,000円 200,000円（上限）

犯罪行為により重傷病を
負った被害者に支給

犯罪行為により従前の住
居に居住することが困難
になった被害者及びその
遺族に支給

遺族支援金 重傷病支援金 転居費用助成金種　 類

概　 要

金　 額

対象者等

●教育予算の拡充を求める意見書（6月27日採択）
1.子どもたちの教育環境改善のために、計画的な教職員定数の改善を推進すること。中学校におい
　ても学級編制の標準を35人に引き下げること。

2.教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の負担割合を堅持すること。
（提出先）
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、財務大臣、総務大臣、文部科学大臣

●訪問介護の基本報酬引下げの早急な見直し等を求める意見書（12月20日採択）
1.訪問介護の基本報酬引下げによる影響について、速やかな調査・検証を行い、その結果を踏まえた
　訪問介護事業者への財政支援及び介護報酬の引上げを行うこと。

2.処遇改善加算の引上げ及び処遇改善加算が取得できない事業所に対する加算基準の緩和を実施
　すること。

3.介護報酬改定は、単に介護事業経営実態調査に基づくサービス全体の収支差率で判断せず、事業
　規模や地域の実態を踏まえた収支差率を十分踏まえて判断すること。

4.訪問介護事業所の経営難の原因の一つになっている人手不足を解消するため、介護従事者のさらな
　る処遇改善を行うこと。
（提出先）
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、財務大臣、厚生労働大臣

下記の２つの意見書を立憲・社民会派から提出し、全会一致で採択されました。

1966年　名瀬市安勝町（現 奄美市名瀬安勝）生まれ
　　　　　さみどり幼稚園卒園→大明丘小→吉野小卒業
　　　　　→吉野中卒業→鹿児島玉龍高校卒業
　　　　　→鹿児島大学教育学部中学校教員養成課程卒業
1988年4月～　中学校音楽教員として勤務
　　　　　　　（大棚中→桜山中→重富中→溝辺中→大口中央中）
2022年　鹿児島県教職員組合副執行委員長
2024年4月～　鹿児島市議会議員1期め（吉野町在住）

みんなでつくりましょう‼
すべての人が

自分らしく生きることのできる社会を
人間らしく尊厳をもって生きることのできる社会を

その生命を全うすることのできる社会を

にぎX
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和 るりか
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立憲・社民鹿児島市議会議員団

従来の健康保険証は2024年12月2日以降 新たに発行されなくなりました。
●健康保険証はまだ使えます！！
　有効期限が書いてある健康保険証…期限日まで使うことができます。
　有効期限が書いてない健康保険証…2025年12月1日まで使うことができます。

●現行の健康保険証の有効期限がきれる前に、「資格確認書」が届きます（申請不要）。
　「資格確認書」でこれまでどおり医療にかかることができます。

●「マイナ保険証」はやめることができます！！
　加入している健康保険の窓口または郵送で「マイナ保険証」の登録解除申請ができます。登録解除
　されると「資格確認書」が交付されます。

　※「マイナ保険証」の利用登録解除の申請が、受け付け開始の10月28日から約1カ月で1万3147件
　　あったと厚生労働省が公表しています。主な解除の理由は、マイナ保険証への不安から資格確認
　　書を利用したいと考え解除したとみられると厚生労働省。

でも大丈夫！！
安心して
ください！！

健康保険証～いま知っておきたいポイント～

和 るりか　プロフィール



　2024年第３回市議会定例会は、9月3日に招集され、会期28日間で9月30日に
閉会しました。
　議案としては、児童相談所建設予定地（西谷山）や学校給食センター建設予定地
（石谷町）の土地取得の件、鹿児島市こども医療費助成条例一部改正（医療費の全額

助成の対象を中学校終了前までに拡充、医療機関等での窓口負担廃止）等を含む、2024年度一般会計
2,907億6,623万2千円（9,216万7千円の減額を含む）の補正予算案を原案どおり可決となりました。

9月議会
　2024年第4回市議会定例会は、12月3日に招集され、12月20日の最終本会
議において、2023年度決算議案15件と本年度の補正予算議案、条例その他の
案件について原案どおり可決・承認されました。一方、第59号議案「鹿児島市一
般貸し切り旅客自動車乗車料条例廃止」が、市長提案の議案としては、49年ぶり

に否決となりました。

12月議会

　【和るりかの主張】
　　現在、鹿児島市では「ことばの教室」などの3種類の通級教室を設置しています。通級教室のニーズが高まって
　おり、校内に通級教室がないため、授業をぬけて他校にある通級教室に通っている子どもたちが半数以上い
　ます。通級教室への移動の時間の学びの保障、保護者の時間的な負担等の観点から、「巡回型通級指導」（子ども
　が通いなれた学校の教室に教員が巡回してくる制度のこと）の開設について、強く要請しました。

通級指導教室について

　【教育長】
　　県学校給食会からの通知によると、2025年度精米供給価格は、2024年度と比較して10kgあたり約9割
　増しの税抜き6,860円になる。
　【和るりかの主張】
　　米の価格をはじめとする物価高騰の学校給食費への影響は必至です。保護者の負担がこれ以上重くならな
　いよう、国の補助金制度の活用と市独自の対策を強く要請しました。

物価高騰による給食費への影響と対応策

　【和るりかの主張】
　　鹿児島県特産の焼酎が「日本の伝統的な酒造り」としてユネスコ無形文化遺産に登録されたことと相まって、
　観光客の増加が想定されます。日本初の西洋式工場群「集成館」、その燃料源である白炭を製造した「寺山炭窯
　跡」、集成館の水車動力に必要な水を給水した「関吉の疎水溝」、この3つがそろっての遺産群であると考えた時
　に、「寺山炭窯跡」の再崩落後の修復が重要で、現在、寺山の森を再生するために地域でさまざまなとりくみがさ
　れています。これまでの経緯や地域のとりくみ等を紹介するとともに、「生きている遺産（リビングへリテージ）と
　しての寺山炭窯跡」をアピールするよう要望しました。

2025年は世界遺産「明治日本の産業革命遺産」登録10周年

【市長の見解】
　多大な財政負担が見込まれることから、現時点では考えていない。給食費の無償化については、国の責任に
おいてなされるべきものであり、現在、全国市長会や中核市市長会等を通じて要望している。
【和るりかの主張】
　国が給食費無償化を導入していない現段階では、地方自治体の姿勢が学校給食のあり方に大きな影響を及
ぼします。住むところが違うばかりに、給食費の負担の差がつくのはおかしいのではないか。住んでいる自治体
によって不公平にならないよう、そして、就学援助制度からもれた子どもたちにもしっかりと支援が届くよう、国
が導入するまでの当面の間は、鹿児島市として学校給食費無償化にとりくむよう要望しました。

学校給食費の無償化の地域格差について

【鹿児島市選挙管理委員会】　
　８０歳以上の投票率の低下については、高齢になるにつれ、身体的な理由により、移動が困難になってくるな
どの状況があると考える。郵便等による不在者投票については、障がいや介護の程度により制度を活用できる
対象者が限られていることから、対象者の拡大を求める声が寄せられている。「移動期日前投票」については、
全国的に投票所の統廃合が進むなかで、投票所が廃止となった地域を対象に実施している事例が多く、現在の
ところ投票所の統廃合は考えていない。
【和るりかの主張】
　投票権は18歳以上の一人ひとりが持つ権利にもかかわらず、地理的、身体的条件などの理由で、投票を諦め
なければならない市民がいるのは問題です。今ある投票所を維持しつつ、投票する権利を放棄しなくてもいい
ようなまちづくり、制度設計を要望しました。

超高齢化社会に備えた投票のあり方

　男性、女性ともに転出人数が1万人を超えていること、その中でも、女性の方が転出超過になっていることが
答弁により示されました。「鹿児島市勤労者労働基本調査・市勤労者等意識調査」によると、要因として、男女賃
金格差、出産・子育てで女性が働き続けにくい職場環境などがあげられています。
【和るりかの主張】
　市の「第3次鹿児島市男女共同参画計画」、企業の「一般事業主行動計画」をもとに、
働きやすい職場環境づくりや女性活躍推進などの機運醸成、意識啓発のとりくみを
すすめるよう要望しました。

若者や女性が働き続けることのできる鹿児島市の創生について

まずは知ること、知るこ
とが気づきにつながり、
変えていく力へ！！

1.子どもたちが安心して過ごすことのできる学校づくりのために！！
　【教育長】
　　スクールカウンセラー（子どもたちや保護者の悩みに対して相談活動を行う）は県からの派遣が30人、市
　独自の雇用が14人。さまざまな悩みを抱える児童生徒や保護者のニーズがあることから、教育相談体制の
　更なる充実が必要であると考える。スクールソーシャルワーカー（子どもたちをとりまく環境の改善を関係機
　関と連携して支援する）は6人配置。家庭環境を含めた、児童生徒をとりまく課題が複雑化・多様化しており、
　関係機関と連携して対応することが必要と考える。
　【和るりかの主張】
　　忙しい現代に生き、さまざまな悩みを抱える子どもたちには、感情の揺れがあった
　時に傍にいて話を聴いてくれるおとなの存在が必要です。スクールカウンセラーの1
　人でも多くの配置（理想は各学校1人）と合わせて、教員が子どもたちとむきあう時間
　の確保のためにも、まずは人を増やし、「学校の働き方改革」をすすめることが重要です。

2.子どもの健やかな育ちを支えるためには「子どもの権利条約」の理念を広めることが
　重要！！
　【こども未来局長】
　　鹿児島市において2023年5月5日に施行された「こどもの未来応援条例」は、「子どもを権利の主体として
　尊重すること」「子どもにかかわることを決める場合は、子どもの最善の利益を第一に考慮すること」「子ども
　が主体的に社会に参加できる環境を整備すること」等が基本理念。この「こどもの
　未来応援条例」に基づき「鹿児島市こども計画」を2025年3月にむけて策定中。
　【和るりかの主張】
　　「子どもの権利条約」は1994年に日本が批准して30年が経ちました。しかし、私
　たちの社会に「子どもの権利条約」が根づいているとは言えません。「子どもの権利
　条約」の理念が根底にある「こどもの未来応援条例」、この条例を具現化するための
　「鹿児島市こども計画」をもとに、生まれ育った環境に左右されることなく等しくチャンスを得ることのでき
　る鹿児島市、未来を担う子どもたちが、今を幸せに生き、夢や希望を抱くことのできる鹿児島市にするための
　具体的な施策の実行を強く要請しました。

未来を担う子どもたちが、今を幸せに生き、夢や希望を抱くことのできる鹿児島市を！！

2月3日までパブリック
コメント実施中！！
市民のみなさんのご意
見をお聞かせください！！

　教員の仕事は、子どもたちの成長を見ることができるとても素敵な職業です。しかし、教員採用試験の倍率が
年々低下するなど、その根底にある「教員の働き方」が社会問題になっています。2020年、文科省や県は指針
を出し、教員の「時間外在校等時間」について、「月45時間、年間360時間」と規定しました。しかし、下表のとお
り、「働き方改革」はほとんど進んでいないのが実態です。

【和るりかの主張】
　教員には時間外手当がなく、わずか4％の教職調整額（月8時間の時間外手当相当分）の
みの支給で長時間労働が強いられている状況です。文科省のいう10％に増やしたとして
も、「働き方改革」がすすむわけではありません。子どもたちの今と未来を守るために「学校
の働き方改革」は待ったなしです。子どもたちとじっくりむきあう時間の確保、分かりやすく
楽しい授業をするため、子どもたちの豊かな学びを保障するために、業務の削減、少人数
学級の推進、教員の定数増を国に訴えるよう強く要請しました。

鹿児島市立小中学校の教員の時間外勤務（在校等時間）の実態～教育長答弁より～

子どもたちに豊かな学びを保障するために～「学校の働き方改革」は喫緊の課題～

小学校 中学校

月45時間以上
年間360時間以上
月80時間以上

2020年
19.6
44.5
1.1

2021年
19.3
43.8
0.9

2022年
18.3
41.6
0.8

2023年
19.5
44.2
1.2

2020年
27.9
49.2
3.1

2021年
24.3
42.8
3.3

2022年
26.8
49.8
3.9

2023年
26.1
46.3
3.7

校種・年度
全職員に対する割合

労基法上
違法状態

過労死ライン

（%）

～「和るりか」が鹿児島市議会において初めて個人質疑をしました！～
～個人質疑より～


